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1.は じ め に
大学等は,1999年から大学設置基準第2条 の2に おいて 「大学は,当 該
大学における教育研究活動等の状況について,刊 行物への掲載その他広 く
周知を図ることができる方法によって,積 極的に情報 を提供するもの とす
ロ ラ く　　
る。」 と規定され,法 的に情報の公開が義務化 されていたが,提 供すべ き
情報の内容 については義務化 されていなかった。
大学 も,国公私を通 じて,情報公開の観念が希薄で,公 表内容や方法 も
十分でないことなどから情報公開についてあまりに熱心でなかった。
文部科学省 は,こ うした状況 を踏まえて関連法令を整理 し,2010年6月
15日に行われた学校教育法施行規則の改正 により全ての大学等に入学者数
や卒業者数,就 職者数等の情報 を2011年4月からインターネット等で公表
することを義務づけるとともに,学 生の修得すべ き知識 ・能力の情報 も積
の ラ
極 的 に公 表すべ きであ るこ ととな った。
この義務 化 を受 けて,現 在,文 部科学省 は 「大学 ポー トレー ト(仮 称)」
とい うデー タベ ース を構 築す る構 想 を検討 してい る。「大学 ポー トレー ト」





では情報公開されるまでの過程,4で 情報 された項 目,5で はアメリカで
求め られている大学の情報公開,6大 学で情報公開が求められる根拠,7
では大学の情報公開に対する反対論,最 後 に8で は大学の自治 という観点
から大学の情報公開の課題について,稿 を進めることにしたい。
なお,本 稿 は,2011年6月4日に中国山東大学憲政および政治文明研究
センターで報告 した原稿 を加筆 ・訂正 したものである。
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2.大 学の情報公開の実態
まず,教 育情報 の項 目の公 開 を義務化す る前年 の平 成20年度 におけ る大
学の情報公 開の実態 を見 るこ とにす る。
文部科学省 高等教育 局 による2008年度 の 「大学 におけ る教育 内容 等の改
革状況 について」 の調査 による と,大 学情報 の公表 の取組み はホームペ ー
ジの開設」 が最 も多 く,2008年度の 開設率 は747の国 ・公 ・私 立大(放 送
大学含 む)に おい て100%であ った。
ホームペ ー ジの具体 的 な掲 載 内容 と して は,「大学紹 介」100%,「入学
案内」が97.7%,「施設 ・設備 紹介」が96.9%,「学部 ・研 究科紹介」が96.8
%,「 キ ャンパ ス の概 要」94.2%などで あ り,概 して大学 のPRに 関す る
情 報発信 は高い公表率 を示 していた。
一方 ,「学部,学 科,研 究 科等 ごとの教育研 究上 の 目的」90.2%,及び
「学部,学 科,研 究科等 ご との教 育課程 の概 要」90.0%はと もに比較 的高
い公表率 を示 してい る ものの,「学生 の卒業 後の進路状 況」82.9%,「財務
諸表」73.9%,(「在 学 者総数 」66.7%,「受験 者数 ・合 格者 数 ・入学 者数
等 」66.0%,「学部,学 科,研 究科等 ご との学生数 」60.5%,「自己点検 ・
評価 の結 果の概 要」59.8%,「シ ラバ ス」58.5%,「教 員総数」58.5%,「認
証 評価 等 の結果 の概要」53.3%,「研 究 の状 況(紀 要,重 点 的研 究領 域紹




公表に積極的に取 り組んで きたと評価で きる。 しかし,前述 したように,
教育の質保証に関する情報の公表は未だ十分 とはいえなかった。 さらに,
り 　
自己点検 ・評価の結果公表について も,結果を公表 しない大学 も存在 した。
この背景 としては,教 育情報の公表に関しては学校教育制度の根幹を定
める 「学校教育法」で基本的に規定されているものの,そ の施行法や内容




そこで,次 に教育情報の公開項 目が義務づけられるまでの経緯 を見てみ
ることにする。
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ス ター トした とい うことで ある。
くユユ　
最初に中央教育審議会が大学の情報公開を取 り上げたのは1998年10月26
日の 「21世紀の大学像 と今後の改革方策について」 と題する答申である。
ここでは,高 等教育が普及する中で,大 学 と社会 との関係が一層緊密化す
るとの認識の下で,大 学入試希望者や一般の国民が必要とする大学情報を
分か りやす く提供することは,公 的な機関としての大学の社会的な責務 と
された。 このため,大 学が,そ の教育研究 目標,大 学への入学や学習機会
に関する情報,学 生の知識 ・能力の修得水準 に関する情報,卒 業生の進路
状況,大 学での研究課題 に関する情報を広 く国民に提供することとし,大
学の財務状況に関する情報について も公表 を促進することが必要であると
された。
この答 申を受 けて,1999年の大学設置基準等 によ り,「大学は,教 育研
究活動等の情報について,刊 行物への掲載その他広 く周知を図ることがで






そ して,私 立大学 を含む学校法人は説明責任を果たすために2004年に財




国立大学法人法 ・地方独立行政法人法において,業 務方法書 ・中期計画に
係 る事業報告書の公表,財 務諸表等を一般の閲覧に供することが規定され
ている。独立法人通則法第28条第4項,第33条,第38条第4項)。
2005年に,中 央教育審議会答申 「我が国の高等教育の将来像」,同 「新
時代 の大学院教育」などの答申において,大 学の積極的な情報の公表の必
要性が繰 り返 し指摘 された。
そこで,2007年に学校教育法を改正 し,「大学は,教 育研究の成果の普
及及び活用 の促進 に資するため,そ の教育研究活動 の状況 を公表する」
(学校教育法第ll3条)ことを義務づけ,2008年には文部科学省は大学設置
基準 を改正 し,人 材養成 目的その他の教育研究上の目的を学則等に定め
(大学設置基準第2条 の2),授業の方法 ・内容,年 間授業計画,成 績評価
基準,卒 業認定基準の明示(大 学設置基準第25条の2)を 義務づけること
になった。
中央教育審議会の大学分科会では,2008年9月に諮問された 「中長期的
な大学教育の在 り方 について」(2009年6月「第1次 報告」,8月 「第2次
報告」,2010年1月「第3次 報告」)を踏 まえ,教 育研究に関する 「教学」
分野,及 び財務 ・経営 に関する 「経営」分野のそれぞれの情報公開の在 り
方,促 進策等について審議 していた。
この結果,2010年6月15日に 「学校教育法施行規則等の一部を改正する
省令」が公布され,2011年4月1日か らこの省令が施行 され,学 校教育法




4.大学 の情報公開が義務付 けられた項 目
ここではこの9項 目について説明することにする。
大学等が社会に対する説明責任 を果たし,その教育の質を向上 させる観
点か ら 「学校教育法施行規則」の一部改正が2010年6月15日に公布 され,
2011年4月1日か ら施行 され,9項 目の公開が義務化 されることとなった
(第172条の2第1項)。 ちなみ に,次 の括弧内の各号の後 に記載 した,
2010年6月16日付で各大学等に送付 された 「学校教育法施行規則等の一部




こと),②学部,学 科な ど教育研究上の基本組織名(第2号 。大学であれ
ば学部,学 科または課程等の,大 学院であれば研究科 または専攻等の,短
期大学であれば学科 または専攻課程等の名称 を明 らかにすること),③教
員組織,教 員数並びに教員の保有学位お よび業績(第3号 。その際,教 員
組織に関する情報については,組 織内の役割分担や年齢構成等を明らかに
し,効果的な教育を行 うため組織的な連携 を図っていることを積極的に明
らかにすることに留意すること。教員の数 については,学 校基本調査 にお
ける大学の回答に準 じて公表することが考えられること。また,法 令上必







報(第4号 。学校基本調査 における大学の回答 に準 じて公表すること),
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必修科 目,選択科 目および自由科 目の別の必要単位修得数を明らかにし取
得可能な学位 に関する情報 を明らかにすること),⑦校地,校 舎等の施設
および設備などの教育研究環境に関する情報(第7号 。学生生活の中心で
あるキャンパスの概要のほか,運 動施設の概要,課 題活動の状況およびそ
のために用いる施設,休 息を行 う環境その他の学習環境,主 な交通手段等
の状況 をで きるだけ明 らかにすること),⑧授業料,入 学料などの大学が
徴収する費用に関する情報(第8号 。寄宿舎や学生寮等の宿舎に関する費
用,教 材購入費,施 設利用料等の費用に関することをできるだけ明らかに
すること),⑨修学支援,進 路選択および心身の健康等 に係わる支援 に関






された。「デ ィプロマ ・ポ リシー」および大学が,学 部および学科 または
課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業科 目を開設 し,体系的
に教育課程 を編成 した(大 学設置基準第19条)「カリキュラム ・ポリシー」
は義務化 されなかったので,法 律上の位置付 けが明確でない。これは,行
くユつ
政側の不手際であると指摘されている。
なお,教 育情報の公表は,そ のための適切 な体制を整えた上で,刊 行物
への掲載,イ ンターネッ トの利用 など広 く周知を図ることができる方法に
よって行 うもの としている(同 条第3項)。
このように,制度改正により大学が公開すべ き項 目は示されたが,細 部
にわたる公開が基本的に大学側に委ね られている。そのため,学 部別の学
生数や専任 ・兼任教員数などといった基本的情報であっても発見できない
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く　　




でき,受験生が比較検討で きる大学ポー トレー ト(仮称)を 検討 している。
しか し,と くに一部の私学団体の抵抗によって,大 学間の比較が設計に入
ることができない と言われている。









ての州憲法は,各 州 に独 自な教育行政お よび教育制度 に関 して様々な教育
くユ　　
規定を定めているが,州 が異なって も公教育の基本的特質は類似 している。
連邦政府の役割は高等教育を含む公教育 について限定的なものである。
州政府 と異な り,連邦政府は大学の設置 を認可 したり大学に学位授与権を
付与 した りする権限を有 しない。高等教育機関に対する連邦政府の関与は,
奨学金などを提供すること,そ して大学の研究を援助することに限定され
(zo)
て い る 。
く　の
さ らに,合 衆 国憲法 は学 問の 自由お よび大 学の 自治 につい て言 及 して い
ないが,州 立大学 は納税 者 または理事会 がその 自治 の担い手 であ り,日 本
の国公立大 学 よ りも独 立性が高 い。 とくに私 立大学 は事 実上採用,昇 進,
カリキュ ラムの決定 を教授 団の決定 に委 ね,大 学 の 自治が維持 されてい た。
この よ うに教 授 団 が 主導 権 を握 って い たが,1952年退 役 軍 人援 助 法
(Veteran'sReadjustmentAssistanceActof1952)以降 になる と退役 軍人が
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学生 とな り教授 の権威 を問題にするとともに学生運動が学生 と大学当局 と
の問との関係 を変えることにな り,1960年代 に学生が消費者であるとい う
く　　　
主張(Consumerism)となった。 この主張 は,わ が国 と同様 に大学 入学者
く　ヨ　




る1965年高等教 育法(HigherEducationActofl965)がすべ ての人 々 に教





に入学が認められた者,か つ成績良好な在学生の うち,経 済的支援がなけ




保 証 ロー ン(GuaranteedStudentLoan),③食 堂,図 書館 な どで働 きなが
ら学 ぶ ワー ク ・ス ター デ ィ(Work-Study)の3つの学 生支援 事 業 に連邦
支出金 を認 め,現 在 まで維持 されてい る学 生支援政 策の枠組 みが構 築 され
く　の
ることとな り,連邦政府が連邦奨学金で高等教育に財政支援を行 うとい う
く　ラ
経 路で高等 教育 に関与 す るこ とが確 立 される ことになった。
(3)1972年教育改正 法
1965年高 等 教 育 法 は1968年10月16日に成 立 した1968年改 正 教 育 法
(HigherEducationAmendmentsof1968)によって再授 権 を受 け,1972年
6月23日に1972年教 育改 正法(EducationalAmendmentsof1972)が成立
した。 この法律 は,低 所 得家庭へ の学生 に対 して教育 の機会均等 を保証す
るためには機関援助 は適切 でない と し,個 人援 助 とな った。 この結 果,学
生が教育機 関 に入学前 に学生支援 額 を知 る ことが で き,経 済 的支援 額 を考
慮 の上 で入学 を希望 す る高等教 育機関 を選択 で きる 「教 育機会基本 給付奨
く　　ラ
学 金(BasicEducationalOpportunityGrant)」が 成 立 し た の で あ る 。 こ の
大学と情報公開241
制度 に よって学生が大 学 を選択 で きる幅 が拡 大 される ことになった。
1965年高 等教 育 法 の 教 育機 会給 付 奨 学 金 は教 育 機 会 補 助 給付 奨学 金








IPEDSは1992年に設置 され,1993年か ら7,500以上 の大学等 の在学者 数,
授 業時 間数,教 職員数,学 位取得 数,在 留率,卒 業率 な ど以外 に,授 業料,
学生資金援 助状況等 に関す る情報 を収集 してい る。 この ように して収集 さ
れ たデー タは,学 生,保 護者 が カ レッジ ・ナ ビゲ ー ター(CollegeNaviga一
り　ラ
tor)を通 じて利用 し,大 学 お よび学部 を決 定す るのに役 立 っている。
(5)ス ペ リングス委 員会報告書
2005年9月19日に連 邦教育省 長官マ ーガ レッ ト ・スペ リングス(Marga-





本報告書の提言は,透 明性 ・アカウンタビリティ,コ ス ト・負担可能性,
質および消費者 としての学生の役割 という概念に焦点 をあて,ア クセスの
向上,高 等教育の情報データベースの構築などを掲げた。その中でIPED
が聴講生学生,他 大学 に転学する学生,お よび入学,退 学,お よび復籍の







る。委員会は,当 然のことであるが,学 生の氏名,社 会保障番号のような
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個 人が特定 され ない ように,プ ライバ シーの保護 された高等教育情 報 シス
くヨ　ラ
テ ムの展 開 を支持 してい る。
この ように,ス ペ リングス委 員会 は消費者 の視点 に立 った ものであ る と
言 える。
(6)カ レッジ ・ポー トレー ト
くヨの
IPEDSは多種 多様 な高等教 育機 関 を一括 に してい るので わか りに くく,
カレ ッジお よび大学 とい う分類 があい まいであ った。
そ こで,2007年に全 米 州立 大学 協 議 会(AmericanAssociationofState
CollegesandUniversities)およびアメ リカ州立大 学 ・土 地付与大学協 議会
(AssociationofPublicandLand-grantUniversities)に加 盟 す る302の大学
が提 供 して い るVSA(VoluntarySystemofAccountability)とい うデー タ
く　ラ
ベースを立ち上げた。これは,カ レッジ ・ポー トレー ト(CollegePortrait)
と呼称 される共通のフォーマットによって,授 業料,奨 学金情報,入 試情
報,取 得学位,生 活 コス ト・生活環境,在 校生情報,卒 業率,卒 業後の進





カレッジ ・ポー トレー ト以外に,私 立大学団体である全米独立大学協議
くヨの
会 で は,U-CAN(UniversityandCollegeAccountabilityNetwork)とい う
デ ー タベ ース で共通 フォーマ ッ トによる情報 提供 を してい る。U-CANで
は,グ ラ フを使 って志 願者数,合 格者数,入 学者数,卒 業率,人 種 構成 な
どを表示 した り,授 業料,交 通 費,教 科書代 など も含 めた初年次 にかか る
費用,大 学卒業時 の ロー ン残額 の平均額 を示 した りする など,表 示 や内容
をも工夫 してい る。
公 開 された情報 を もとに,実 証研 究が蓄積 され,そ れ を受 けて さらに情
報の精度 があが る とい う,フ ィー ドバ ック ・ル ールが形成 されて きた こ と
が参考 にな るで あろ う。
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(7)2008年高等教育機 会法
2008年8月14日に ブ ッシ ュ大 統 領 政 権 下 で2008年高 等 教 育 機 会 法
(HigherEducationOpportunityActof2008)」が 成立 し,高 等 教 育法 第4
く　の
編が大改正された。高等教育機会法によって再授権 された高等教育法には







上位5%の 高等教育機関の リス ト,②実質的学費(NetPrice)が高い上
位5%の 高等教育機関のリス ト,③過去3年 間の学年歴において学生納付
金の値上げが大 きかった上位5%の 高等教育機関のリス ト,④過去3年 間
の学年歴において実質的学費の値上げが大 きかった上位5%の 高等教育機







ムページ上に2011年10月29日までに開設 し,ウ ェブ上で学生支援 を除 く卒
業までに実際にどれ くらいの額 を実質的学費 として学生が払う必要がある
のか という情報を提供することを義務付けられた(第111条)。
カレッジ ・ナビゲーターでの公開を要求 されているデータとしては,高
等教育機関の使命,居 住 ・人種 ・民族 ごとの入学学生の数,卒 業率,カ レッ
ジの費用,学 部新入生,フ ルタイムの学部学生に支給 される給付金ベース





実質的学費,過 去3年 の学生納付金 ・実質的学費,お よび連邦政府 による
財政的支援 プログラムに参加 している高等教育機関のリス トを入手で きる
ようにしたことである(第lll条)。
IPEDSにデータを提供 し,カ レッジ ・ナビゲーターを通 じて情報 を公
開 している高等教育機関は,すべて連邦学生支援の受給資格がある。逆に
言えば,高 等教育機関は,連邦学生支援の受給資格を得 るためには,高 等







支援によって強制 された結果であるため,学 生支援 という情報公開に関す
る根拠は明解である。ここでは,抽 象的で明解でないが,わ が国において









学で 「情報の非対称性」 という。出し手が情報を100%もっていて,受 け
手は購入後 しかわからない。 しかも購入 しても,卒業 し実際に働いてか ら
でないと自己はどういう教育を受けたか ということが評価で きない特殊な
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く　　
商品である。すなわち,出 し手 と受け手のもっている情報量が非対称的な
商品やサービスである場合,市 場の失敗が生 じ,パ レー ト効率的な結果が
生 じないと言われている。その市場の失敗 を防 ぐために,政府や公的機関
が何 らかの関与をする必要があるとい うのが,経 済的意味での情報の非対
称性に対する対応である。
なによりも,大学は,設 置形態を問わず,教 育を通 じて社会に人材を供




入され,税 制上の優遇措置が与えられているのである。だか らこそ,大 学
が社会を含むステークホルダーに対 して説明責任を負 うとされる。この結
果,教 育の向上 と質の保証につながるという。












大学の情報公開の義務化は1999年か ら実施 されたが,義 務化 されるべ き
情報の項 目が明 らかにされなかったのは大学の自治の観点か らである。そ
こで改めて大学の自治とは何かを問うことにしたい。そ して,情報公開の
項目が義務化されることに伴い,国 立大学 と私立大学 との問で格差が生 じ
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るという問題,そ して義務化 された情報の項 目の中で企業秘密 との関係で
問題が生 じると考えるシラバスの問題について も言及することにしたい。
(1)大学の自治 と情報公開
















ているには,④ をも含めて大学の自治を解 して きた証左であると思われる。
実際,2005年改正の学校教育法の注解によると,「教育研究活動」の状況
の公表に当たっては,憲 法第23条が定める学問の自由の保障 との関係 と調
く　　
和 を図る必要があるとされ,具 体的な公開項 目は大学の判断に任 されるこ
く　
とになった。







提で,国 立大学法人は多額の運営費交付金 を受けているが,私 立大学は国
るの
立大学法人からよりはるかに少ない経常費補助金のために学生の納付金に
依存 しなければならないため,財 政的基盤が脆弱であること,そ して教育
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の質を確保するために多 くの非常勤講師に依存 しなければならないとい う





の実施状況に応 じて交付額を補正(傾 斜配分の増減率 を補正)し,2012年
度はこれらの情報公表の仕方による傾斜配分 を一層強化 しているのが現状
である。





シラバスとは授業科 目名,講 義目的,講 義概要,毎 回の授業内容,成 績
評価方法,教 科書や参考文献,履 修する上での必要な要件等を詳細 に記 し
るの
た授業計画であるが,年 間授業計画 としてのシラバスは情報公開の対象 と












①の 「秘密管理」 とは,秘 密情報 を保有者が秘密にしてお く必要があると
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判断 し,客 観的 に も秘 密 にされてい る と認識 で きる状 態で,そ の管理下 に
ら　　










形式で レジュメ,資料,論 文まで掲載されていれば,客 観的な経済価値を
認め られ,入 学志願者増 という事業収入の増加が望 まれる。
③ の要件は,保 有者の管理下以外では一般的に入手できない状態にある
ゆ ラ
ことをいい,保 有者である大学が秘密 として管理されていても,シ ラバス





た公的な統一データベースである 「大学ポー トレー ト」の作成および公開
が課題 とされることになっているが,大 学の情報公開の基本的前提 として
は大学の自治を中心 にすべ きである。










る。 とくに,制 度改正前には財務指標や,入 学者数,卒 業者などが公開さ
れることによって,大 学の経営状況についての 「風評」が生 じ,これが大
学経営を不必要な混乱 に落 としかねない,と いう議論があった。入学定員
割れ大学が増加 しているか らである。その数は,1992年には27大学に過 ぎ
なかったが,2013年には232大学に達 しているのである。定員割れが生 じ
るのは,18歳人口の減少と相まって,認 可 よりも届出による改組 を認め,
　 ラ
定員増が認められているか らである。
しか し,よ り重要なのは,と くに教育の成果にかかわる情報であるとい
う議論がある。これについては,学 生の就職状況,あ るいは卒業者でなく
て卒業率などの指標である。 さらに,今 回の情報公開で対象 とされていな
(66)
い,中 途退学と留年 といった情報 こそが公開すべ き情報であるという意見
もある。中途退学 と留年においては,様 々な理由がある。たとえば,家 計
急変等による学費未納 による除籍,疾 病等 による退学,他 大学入学に伴 う
退学,学 業不振による留年 などである。 これらすべての理由をまとめて
「退学率」を出すのは,誤解 を招 くものであろう。
また,大 学進学率が50%を超える中,い ま大学教育の質が問われている。
いわゆる3ポ リシーを法律上明確 に位置づけ,特 に学生がカリキュラムを
通 じて,ど のような知識 ・能力 を身につけることが出来るのか,将 来の進
路 にどのように役立つのかなどについて分か りやす く公表 し,大学として
は特色ある教育活動 を積極的に発信することが重要である。 しかし,シ ラ
バスの公開については異論があることを直視すべ きである。
さらに,受 験生や保護者にとって,給 付奨学金,貸 与奨学金など学生経
済支援の内容は大切な情報である。アメリカのように法律上明確に位置づ
け,情 報公開の対象 とすべ きである。経済支援以外に,学 生支援 としては,





ついて,こ れまで大学でさえ明確 に認識 していなかったことをも明らかに
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